UL Japan 電波法「登録証明機関」業務範囲／第8号
特定小電力機器 移動体検知センサー

	試験項目
	技術基準等

	割当周波数または指定周波数
[平成23年 総務省告示第507号(平成22年 無線設備規則 告示第212号)]
[電波法施行規則　告示第42号]
	10.525（10.5 ～ 10.55）GHz 

24.15（24.05 ～ 24.25）GHz

＊（　）内は指定周波数帯


	周波数の偏差 （×10-6）

	上記の指定周波数帯


	占有周波数帯幅の許容値
[平成18年 無線設備規則 告示第659号]
	40MHz（10.5 ～ 10.55）GHz、
200MHz（24.05 ～ 24.25）GHz


	スプリアス発射の強度の許容値
[無線設備規則第七条]

	2.5μW以下

	空中線電力

指定値 [電波法施行規則告示 42号]
偏 差[無線設備規則 第十四条1項表六] 
	指定値 ： 0.02W以下

偏 差 ： ＋50％　　－50％


	その他
[無線設備規則 第四十九条の十四]
	イ　一の筐体に収められており、かつ、容易に開けることができないこと。ただし、空中線系については、この限りでない。
ロ　通常起こり得る温度若しくは湿度の変化又は振動があつた場合において、支障なく動作するものであること。
ハ　送信空中線は、その絶対利得が二四デシベル以下であること。ただし、等価等方輻射電力が絶対利得二四デシベルの空中線に〇・〇二ワットの空中線電力を加えたときの値以下となる場合は、その低下分を空中線の利得で補うことができるものとする。
ニ　総務大臣が別に告示する方法により表示がされていること。（総務省告示第657号：一〇・五GHzを超え一〇・五五GHz以下の周波数の電波を使用する無線設備は、筐体の見やすい箇所に、当該無線設備の送信は屋内においてのみ可能である旨が付されていること。）


	


